【九州市長会提出議案】
第1号議案 （「都市財政の拡充強化について」の新規）
鉄道事業における地方自治体の意見反映について（大分市）
鉄道事業は地域経済や市民の日常生活にとって極めて重要な役割を有するとともに、まちづくりの柱となるものである。

しかし、ＪＲ九州は地方路線において、一方的に駅の無人化、大幅な減便、ワンマン化等のサービス低下を進めるとともに、一部被災路線の復旧に着手できていないなど、沿線自治体にとって憂慮すべき状態にある。

このため、国においてはJR九州が経営効率化のみならず、利用者サービスの維持向上を図るとともに、その内容に関して沿線自治体と密接な連携を図るよう指導を徹底されたい。

さらに鉄道事業のサービス内容の見直し等に関して、沿線自治体が関与できる制度の構築を要望する。
第２号議案 （「都市財政の拡充強化について」の新規）

温泉資源保全のための必要な法整備等について（別府市）
再生可能エネルギーの利用促進を理由に温泉発電等の導入が進められる中、温泉地では温泉資源への影響を検証するためのモニタリングも確立されていない。
また、入浴利用目的で掘削許可を得たにもかかわらず、その後、発電利用に安易に転用される行為や掘削予定地の地熱温泉活動の特徴が十分に考慮されない開発行為など、温泉所在自治体の持続的な温泉資源の利用を脅かす事態が生じてきている。
そのため、現在、全国の温泉地が直面するこうした問題に対処するため、温泉資源保全の観点から早急に温泉法の改正を含め必要な法整備等を要望する。
第３号議案 （「都市財政の拡充強化について」の継続）

社会資本整備総合交付金の財源確保について
（中津市、豊後高田市、杵築市、由布市）
社会資本整備総合交付金は、「地方公共団体等が行う社会資本の整備その他の取組を支援することにより、交通の安全の確保とその円滑化、経済基盤の強化、生活環境の保全、都市環境の改善及び国土の保全と開発並びに住生活の安定の確保及び向上を図ること」を目的に創設された。また、国土交通省所管の道路、河川、砂防、海岸、まちづくり、下水道、住宅、港湾等に係る地方公共団体向け個別補助金を原則一括する当該交付金は、地方公共団体にとって自由度が高く、創意工夫を生かせる極めて有益で総合的な交付金である。
トンネル、橋等については、道路法第４２条第３項及び道路法施行令第３５条の２の規定により、平成２６年度から５年に１回の近接目視による定期点検を行うこととされているため、同交付金を活用して定期点検を実施しているが、近年、一般的な道路改良事業（通称：パッケージ１）を筆頭に、交付要望額に対する交付決定率が大幅に減少しているため、市道の定期点検に重大な支障を来している。

地方自治体の住民にとって市道は、生活の基盤であるばかりではなく、産業・経済活動や安全安心を支える重要な社会資本であり、国が重要視する『効果促進事業』の最たるものであると考える。

ついては、トンネル、橋等の定期点検を含めた市道の改良事業など社会資本の計画的な整備が可能となるよう、十分な財政措置を講じるよう要望する。

第４号議案 （「都市財政の拡充強化について」の新規）

犯罪被害者等支援内容の充実について
（中津市、日田市、杵築市、宇佐市、国東市）
犯罪被害者等給付金については、故意の犯罪行為により不慮の死を遂げた犯罪被害者の遺族または重傷病若しくは障害という重大な被害を受けた犯罪被害者等に対して国により支給されている。しかしながら、被害者の給付金申請から給付までにおいては、調査や裁定などの諸手続きを経てから被害者への支給となっているため、実際に支援を必要としている時期に支援が受けられない状況も起こっている。
また、実際の支給にあたっては、様々な要因により給付金が減額されるケースが生じているため、犯罪被害者遺族が十分な給付額を受け取ることができず、経済的救済が進んでいない状況である。
一方、犯罪被害者等支援については、基礎自治体においても、犯罪被害者等支援条例の制定や被害者見舞金支給制度の取組が進められているところであるが、支給制度などについては、自治体間で差異が生じる可能性がある。
犯罪被害者等支援については、市町村による支援も大切であることは十分認識しているが、全国どこにいても同じ支援が受けられるためには、国による支援が必要不可欠である。
ついては、犯罪被害者等の生活支援のため、国の犯罪被害者等給付金を早期に支給できるよう、給付金の一部貸付制度の創設を含めた制度の見直しを要望する。
第５号議案 （「都市財政の拡充強化について」の新規）

観光道路の整備に関する補助金の創設について（国東市）
観光市場は世界的に安定した成長が見込まれる有望な市場であり、観光振興による地域活性化は地方創生の大きな柱のひとつである。近年、国を挙げての取り組みによって訪日旅行者数は２０１７年に２，８６９万人となり、今後も拡大が予測されているが、地方は積極的にこのインバウンド需要を取り込む必要がある。

各自治体のインバウンド対策によって観光資源の評価に外部の視点が加わり、既存の観光資源の見直しや、これまで見落とされていた観光資源の顕在化が進んでいる。

こうして新たに評価されるようになった観光資源については、突如として多くの観光客が訪れるようになったところもあり、交通アクセスに問題が生じている観光地も少なくない。

公共交通インフラが脆弱な地方にとって、観光道路（観光地・観光資源にアクセスするための道路全般）の整備は観光振興上の喫緊の課題である。

インバウンドを含めた観光客全体の利便性を向上させ、旺盛な観光需要を地域の活力として取り込むために、基礎自治体が市道等で整備する観光道路に対する新たな国庫補助制度の創設を要望する。
第６号議案 （「都市財政の拡充強化について」の新規）

散骨規制のガイドラインの制定について（国東市）
近年、焼骨を粉末状にして、墓地又は墓地以外の場所に散布する散骨を行う人々が見られる。
しかし、一方で散骨の方法によっては紛争が生じる可能性があり、過去には、東京都所有の水源林の区域に散骨が実施され、地域住民から苦情が出され、地元自治体が東京都に対して散骨を容認しないことを求める要請書を提出した事例などがある。
こうしたことに対応するために全国的には条例を制定し規制する自治体も見られるが、地域差が生じていることもあり、条例制定までに至っていない自治体がほとんどである。
墓地埋葬法においては、公衆衛生上又は国民の宗教的感情上の問題を生じるような方法で散骨が行われる場合は規制の対象となるため、国において、散骨の定義や、散骨が許容される区域等を定めるガイドラインを作成するよう強く要望する。

第７号議案 （「災害対応力強化のための支援について」の一部新規）

地方都市における浸水対策の支援について（日田市）
局地的集中豪雨の増加、都市化の進展によるピーク流出量の増大等の要因によって、人命や社会生活に影響のある甚大な浸水被害が発生している。
このような状況を緩和するには、将来にわたってハード対策を着実に推進するともに、老朽化した施設の更新など、内水による浸水被害の最小化に向けた整備を創意工夫しながら対策を進めて行く必要がある。
各市においては雨水対策基本計画を策定し、これに即した整備を進めているが、主要な管渠に設置される市が管理する水門の更新や下水道の計画規模を超える出水（ゲリラ豪雨等）に対応するための水路改修については、国庫補助事業の対象外とされており、浸水対策への対応は、各市が独自に進めているのが実情である。
ついては、必要な整備を確実に実施できるよう国庫補助事業（「防災・安全交付金」対象事業）の交付対象範囲の拡大を図るとともに、弾力的運用を強く要望する。
・自治体が管理する老朽化した水門改修への財政支援
・ゲリラ豪雨による被害が頻発する地域での水路改修や貯留施設（学校の
グラウンド等）などの独自対策への財政支援等
第８号議案 （「災害対応力強化のための支援について」の一部新規）

就労継続支援施設における災害復旧等に係る補助金の拡充について（津久見市）
就労継続支援施設は、障害者総合支援法に定められた支援を行う施設であり、障がい者の家族にとって、また、障がい者自身にとっても、社会参加をしながら地域で生活を営む上で重要な拠点となっている。昨年９月の台風により、施設自体が甚大な被害を受け、建物も床上浸水の被害をうけ、設備もその多くが使えない状況となっている。
現状では、施設については社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金交付要綱により補助対象となっているが、設備等については補助対象になってなく、保険による救済措置及び自己資金での復旧しかない状況である。
しかしながら、施設だけでなく、設備の復旧があって初めて就労継続支援施設として機能するものであり、早期の復旧を図るために、就労継続支援施設の設備についても、補助対象とするよう現行の適用範囲の拡大を強く要望する。
第９号議案 （「災害対応力強化のための支援について」の一部新規）
特別調整交付金支給算定方法等の変更について（津久見市、日田市）
国民健康保険おいては、災害等によりその保険料（税）及び療養の給付の一部負担金について一定規模以上減免を行った場合は、国から特別調整交付金の交付を受けることができる。また、介護保険においても保険料の減免及び保険給付率の引き上げによる利用者負担の軽減措置をそれぞれ一定規模以上講じた場合に、国民健康保険と同様に特別調整交付金が交付される。
具体的な国民健康保険の特別調整交付金の算定基準については、市町村における減免規模要件により、当該減免総額に計上できる保険料（税）減免額は、「住宅または家財の損害の程度が10分の3以上のもの」となっている。
一方、介護保険の特別調整交付金の算定基準では、計上できる減免額は「住宅の損害の程度が10分の2以上のもの」となっている。
また、国民健康保険及び介護保険の保険料（税）及び一部負担金等の減免措置とも各々の基準に該当した場合には当該保険料減免額及び当該一部負担金等の減免額の10分の8以内の額が交付されることとなっている。
災害時においては、被災した市民が自宅や身の回りの復旧等に時間と費用を要するため、国民健康保険及び介護保険の減免措置による支援により必要な時に医療や介護を受けられる環境を整備することが早期の復旧につながり、重症化等を予防することでそれぞれの費用を増大させないことも期待できる。
しかしながら、市町村の財政を考えた時、橋梁、道路等の災害復旧に多大な費用を負担するなかで、災害による国民健康保険及び介護保険の給付費の増加に対応するために一般会計からの支援が難しい場面も予想される。
ついては、次の２項目について要望する。
1　国民健康保険の保険料（税）減免に対する特別調整交付金の算定基準を
介護保険と同様のものとすること。
2　災害等による特別調整交付金は国民健康保険及び介護保険における減
免または軽減措置が一定規模以上された場合に限るとしている基準を
廃し、かつ、特別調整交付金の額を「10分の10」とすること。
第10号議案 （「九州新幹線等の整備促進について」の新規）

九州と四国を結ぶ高速鉄道網の整備について（大分市）
陸路で結ばれていない九州・四国間に高速鉄道網を整備することにより、四国を経由し三大都市圏とも短時間で結ばれることで、両地域間で新たな人の流れと経済活動を生み出すことが期待できるとともに、産業・教育・文化等の様々な機能を九州でも分担することが可能となり、地方創生に大いに寄与することとなる。

　また、災害時など交通機能の障害が生じた場合、九州以外の都市と接続する複数の高速鉄道網を確保することで、国民の生活や経済活動への影響を最小限にとどめることが可能となる。

そのため、九州と四国を結ぶ豊予海峡ルートを含む基本計画路線である四国新幹線を、早急に整備計画路線に格上げするとともに所要の整備財源の確保を図ることを要望する。
第11号議案 （「農林水産業の振興について」の新規）

被災農業者向け経営体育成支援事業の発動基準の明確化と緩和について（日田市）
平成２９年７月の九州北部豪雨災害において、農業用ハウス、農業機械等に
甚大な被害が発生した。
今回の国による災害復旧支援については、被災した全ての農業者の経営再開を支援する「被災農業者向け経営体育成支援事業」が発動されず、既存の「融資主体補助型経営体育成支援事業」の優先採択による支援となったことから、被災市においては、国の支援対象とならない被災農業者を対象とする県単事業を併せて活用し復旧に取り組んでいる。
国の「被災農業者向け経営体育成支援事業」は、過去に例のないような甚大な気象災害が発生した場合に限って発動するものとされているが、発動に当たって、基準となる被害額や定義等、具体的には示されていない。
近年、気候変動に伴い全国的に台風・豪雨等の災害が増加・大規模化してお
り、局地的な激甚被害の発生や同一地域での災害が度重なる事例もあることから、大規模災害発生時に被災農業者が安心して、早期営農再開に取り組めるよう「被災農業者向け経営体育成支援事業」発動基準の明確化と緩和を要望する。
第12議案（「災害対応力強化のための支援について」の一部新規）

「平成29年7月九州北部豪雨」及び「平成29年台風第18号」で
被災した国・県管理河川の早期復旧と流木対策について（日田市）
日田市では、昨年7月に北部地域を中心に記録的な梅雨前線豪雨に見舞われ、河川の氾濫や土砂崩れなどにより、甚大な被害を受け、また、昨年９月の台風１８号では県南地域を中心に同様の被害を受けた。
これまでの緊急対応・応急復旧から、今後は本格的な復旧・復興に向けた取組へと移行していくことになるが、全国的に「数十年に一度」や「観測史上最高」といわれる豪雨が毎年のように発生している状況のなか、九州北部豪雨や台風１８号による国管理河川の復旧事業にあたっては５年ほどかかる見込みであることから、今まで通りの生活が送れるよう１日でも早い完了と、その実現に向けた十分な予算の確保を要望する。
また、今回の豪雨では、山腹崩壊にともなう大量の流木と土砂が下流域に押し寄せ、橋梁等の閉塞を起こし被害が拡大したことから、砂防堰堤及び洪水調整施設の新設や流木補足工、河床掘削など新たな洪水調整の整備を併設して行い、重層的な災害対策が早急に図れるよう強く要望する。
第13号議案 （「農林水産業の振興について」の新規）

土地利用型農業での新規就農者支援事業について（国東市）
中山間地では、農業者の高齢化及び担い手不足による、耕作放棄地が増加傾向にある。

新規で就農する農業者や企業は、施設等の園芸品目が多く、一部の農地の維持管理はできている状況ではあるが、集落全体の中では耕作放棄地が増え、日本型直接支払制度での取り組みにも支障が出ている状況にある。

国・県の施策では、基盤が出来ている農業者が規模拡大するのに対する事業はあるが、中山間地で土地利用型農業を新規で始めようとする農業者に対しての補助事業はない。

また、中山間地での集落営農等を維持していくためにも、新規で土地利用型農業へ取組む農業者の育成が必要となるが、新規で就農するには機械・施設等に対する負担は大きい。

土地利用型農業の新規就農者や定年帰農者による機械・施設等整備等に対する補助事業に取り組むことにより、人・農地プランでの問題解決・耕作放棄地の解消・担い手の育成が可能となる。

また、地域の中心となる農業者による農地の集積・集約化が見込まれ、なおかつ人口減少が著しい地域の活性化が図られ、地方創生にも寄与できる。

よって、新規就農者や定年帰農者が事業主体となり行う土地利用型農業に必要な農業用機械・施設の整備等に必要な経費に対する国の補助事業の新設を要望する。
